
第　4　期　計　算　書　類

（「会社法」第435条第2項に掲げる書類）

東海東京証券株式会社
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貸借対照表

（平成24年3月31日現在）

（単位：百万円）

区　　　　分 仞�������������ｧ｢�俔ﾉ�ﾉNB����8�｢�

（資産の部） 流　動　資　産 現金及び預金 ��H�3s���37，480 涛x�Cr�(�C2�

預　　託　　金 顧客分別金信託 �16，289 198，319 28，519 

その他の預託金 トレーディング商品 商品有価証券等 ���3Sヲ�����33s��

デリバティブ取引 約定見返勘定 ��h�3鼎���H�3s#B�

信用取引資産 信用取引貸付金 �23，003 278，862 49 

信用取引借証券担保金 有価証券担保貸付金 借入有価証券担保金 嶋�3#s��##��3�Sb�

現先取引貸付金 立　　替　　金 鉄x�3s�b���3c唐�

短　期　差　入　保　証　金 �6，215 

支　払　差　金　勘　定 �157 

短　　期　　貸　　付　　金 �34 

前　　　　　払　　　　　金 �0 

前　　　払　　　費　　　用 �1，095 

未　　　収　　　入　　　金 �97 

未　　　収　　　収　　　益 �1，551 

繰　延　税　金　資　産 �882 

貸倒引当金 流動資産合計 固定資産 有形固定資産 建　物 凵｢　　　　　　　　18 
592，541 5，843 3，977 4，168 

器　　具　　備　　品 田S��

土　　地 無形固定資産 ソフトウェア �8�3C釘�8�3イ"�

電話加入権 投資その他の資産 その他の関係会社有価証券 ��3R�"�

出　　　　資　　　　金 ����

従業員に対する長期貸付金 ���

長　期　差　入　保　証　金 �(�3C3��

長　期　前　払　費　用 鉄2�

繰　延　税　金　資　産 ���3�S��

そ　　　　の　　　　他 ���3Cc"�

貸　倒　引　当　金 固定資産合計 ��(����������������鉄��

13，989 

資　　　産　　　合　　　計 ��606，530 �����C��



（単位：百万円）

区　　　　分 仞�������������ｧ｢�俔ﾉ�ﾉNB����8�｢�

（負債の部） 流動　負債 トレーディング商品 商品有価証券等 涛��3����111，179 10，932 143，126 12，308 塔X�C��H�CB���C��

デリバティブ取引 信用取引負債 信用取引借入金 ����3塔����3S3"�

信用取引貸証券受入金 有価証券担保借入金 有価証券貸借取引受入金 �(�3C���3��33Sr�

現先取引借入金 預　　り　　金 �����3sc��

受　　入　　保　　証　　金 �4，469 

有価証券等受入未了勘定 �22 
短　　期　　借　　入　　金 �229，049 

前　　　受　　　収　　　益 �33 

未　　　　　払　　　　　金 �887 

未　　　払　　　費　　　用 �1，360 

未　払　法　人　税　等 �211 

賞　　与　　引　　当　　金 �1，524 

役　員　賞　与　引　当　金 �32 

リ　ス債務 流動負債合計 固　定負債 関係会社長期借入金 �11 
515，149 25，000 

退　職　給　付　引　当　金 �1，194 

リ　　　　　ス　　債　　務 �10 

資　産　除　去　債　務 �180 

関係会社長期受入保証金 �218 

そ　の　他 固定負債合計 特別法上の準備金 金融商品取引責任準備金 特別法上の準備金合計 �117 
26，721 160 

160 

負　　　債　　　合　　　計 ��542，032 塔��CB�

（純資産の部） 株主資本 資　本　金 資本剰余金 資本準備金 鉄8�3����6，000 53，854 4，643 ��

その他資本剰余金 資本剰余金合計 利益剰余金 その他利益剰余金 繰越利益剰余金 利益剰余金合計 株主資本合計 評価・換算差額等 その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 塔SB�H�3cC2�

64，498 　0 

0 

純　　資　　産　　合　　計 ��64，498 ����Cb�

負　債　純　資　産　合　計 ��606，530 �����C��
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損益計算書

平成23年4月1日

平成24年3月31日

（単位：百万円）

区　　　　　分 仞�������������ｧ｢�儷9ZｩNB����8�｢�

営　業　収　益 受入手数料 　委託手数料 店�3SsB�22，868 24，896 �����C��

引受け・売出し・特定投資家向け 売付け勧誘等の手数料 鼎#r�

募集・売出し・特定投資家向け 売付け勧誘等の取扱手数料 ����33唐�

その他の受入手数料 トレーディング損益 店�3Cc��

金　融　収　益 営　業　収　益　計 �2，822 

50，588 

金　　　　融　　　　費　　　　用 ��2，920 店�C��

純　　営　　業　　収　　益 ��47，668 涛H�C"�

販売費及び一般管理費 取　引　関　係　費 度�3C湯�45，257 塔��CB�

人　　　　　　件　　　　　　費 ����3#湯�

不　動　産　関　係　費 店�3C�R�

事　　　　　　務　　　　　　費 度�3cコ�

減　　価　　償　　却　　費 �(�3C�B�

租　　　税　　　公　　　課 鼎���

そ　　　　　　の　　　　　　他 �(�3SC"�

営　　　　業　　　利　　　　益 ��2，411 滴�C��

営　業　外　収　益 受　取　家　賃 田#B�733 24 ���CB���C��

そ　の　他 営　業　外　費　用 そ　の　他 �����#B�

経　　　　常　　　　利　　　　益 ��3，120 塗�C"�

特　別　利　益 退職給付信託設定益 唐�13 24 ���C����C��

金融商品取引責任準備金戻入 特別利益計 特別損失 固定資産除却損 特別損失計 釘�#B�

税　引　前　当　期　純　利　益 ��3，109 塗�3��

法人税、住民税及び事業税 都Cr�1，523 �8�C��

法　人　税　等　調　整　額 都sR�

当　　期　　純　　利　　益 ��1，585 �8�C��
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株主資本等変動計算書

平成23年4月

平成24年3月31

（単位：百万円）
株主資本 

資本金 倬�gｸ�疫ﾘｾ��剽�v剰余金 刳博蜴走{ 合計 
資本準備金 �+ｸ,ﾉ�ﾂ���gｸ�疫ﾘｾ��資本剰余金 合計 �+ｸ,ﾉ�ﾉy�h�疫ﾘｾ��利益剰余金 合計 繰越利益 剰余金 

当　期　首　残　高 塗�3����53，000 塔SB�53，854 滴�3�sr�4，077 田8�3�3"�

当期変動額 剰余金の配当 �� �� ��(����3�#��△　1，020 ��(����3�#��

当期純利益 株主資本以外の項 目の当期変動額 （純額） 劔���3Sコ�1，585 ���3Sコ�

当期変動額合計 �� �� 鉄cR�565 鉄cR�

当　期　末　残　高 塗�3����53，000 塔SB�53，854 滴�3cC2�4，643 田H�3C唐�

（単位：百万円）
評価・換算差額等 剌ヮ綜Y合計 

その他 有価証券 評価差額金 儷ﾘ廁�Xｫx蠅�ﾛxｧｩ9俘xﾇb�

当　期　首　残　高 ���0 田8�3�3"�

当期変動額 剰余金の配当 ��(������������△　　　　　0 ��(����3�#��

当期純利益 株主資本以外の項 目の当期変動額 （純額） 剴��3Sコ��(����

当期変動額合計 ��(������������△　　　　　0 鉄cR�

当　期　末　残　高 ���0 田H�3C唐�
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個別注記表

当社の貸借対照表、損益計算書及び株主資本等変動計算書は、「会社計算規則」（平成18年2月7日法務省

令第13号）並びに同規則第118条第1項に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府

令第52号）及び「有価証券関連業経理の統一に関する規則」（昭和49年11月14日付日本証券業協会自主規制規

則）に準拠して作成しております。

なお、記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。

［重要な会計方針に係る事項に関する注記］

1．資産の評価基準及び評価方法

（1）トレーディングの目的及び範囲

取引所等有価証券市場における相場、金利、通貨の価格その他の指標に係る短期的な変動、市場

間の格差を利用して利益を得ること及びこれら取引により生じる損失を減少させることをトレー

ディングの目的としており、その範囲は有価証券の売買、市場デリバティブ取引、外国市場デリバ

ティブ取引及び店頭デリバティブ取引等の取引であります。

（2）トレーディング商品に属する有価証券等の評価基準及び評価方法

トレーディング商品に属する有価証券及びデリバティブ取引等については、時価法を採用してお

ります。

2．固定資産の減価償却の方法

（1）有形固定資産

（リース資産を除く）

定率法を採用しております。

ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物（建物附属設備を

除く）については、定額法を採用しております。

（2）無形固定資産及び長期前払費用＝…‥定額法を採用しております。

（リース資産を除く）　　　　　　なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可

（3）リース資産

能期間に基づく定額法を採用しております。

定額法を採用しております。

所有件移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産につい

て、リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によ

っております。

3．引当金の計上基準

（1）貸倒引当金‥＝…………・貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討のうえ、回収

不能見込額を計上しております。

（2）賞与引当金……………‥従業員に対する賞与の支払いに備えるため、当社所定の計算方法により算出
した支給見込額を計上しております。

（3）役員賞与引当金………‥役員に対する賞与の支払いに備えるため、支給見込額を計上しております。

（4）退職給付引当金………‥従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産
の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して

おります。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以

内の一定年数（10年）による定額法により翌期から費用処理することとして

おります。過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の
一定の年数（10年）による定額法により按分した額を費用処理しております。

4．特別法上の準備金の計上基準

金融商品取引責任準備金……有価証券の売買その他の取引又はデリバティブ取引等に関して生じた事故に
ょる損失に備えるため、「金融商品取引法」第46条の5の規定に基づく「金

融商品取引業等に関する内閣府令」第175条に定めるところにより算出した額

を計上しております。

5．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項

消費税等の会計処理

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜き方式によっております。
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［追加情報］

1．「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準」の適用

当期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準」（企業会計基準第24号　平成21年12月4日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に

関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号　平成21年12月4日）を適用しております。

2．連結納税制度の適用

当期より、当社は東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社を連結親法人とする連結納税

制度を適用しております。

［貸借対照表に関する注記］

1．担保に供している資産及び担保されている債務

（1）担保に供している資産

トレーディング商品

合計

157，134百万円

157，134百万円

（注）1．上記のほか、信用取引の自己融資見返り株券2，684百万円、短期借入有価証券118，387百万円

現先取引により調達した有価証券56，874百万円を担保として差入れております。

また、先物取引証拠金代用等として、トレーディング商品5，432百万円、信用取引の自己融資

見返り株券96百万円を差入れております。

2．担保に供しているトレーディング商品は受渡日基準に基づく金額を記載しております。

（2）担保されている債務

金融機関借入金

証券金融会社借入金

信用取引借入金

有価証券貸借取引受入金

現先取引借入金

合計

2．差入れをした有価証券及び差入れを受けた有価証券の時価額

（1）差入れをした有価証券の時価額

信用取引貸証券

信用取引借入金の本担保証券

短期貸付有価証券

現先取引により売却した有価証券

差入証拠金代用有価証券

差入保証金代用有価証券

（2）差入れを受けた有価証券の時価額

信用取引貸付金の本担保証券

信用取引借証券
短期借入有価証券

現先取引により買付した有価証券

受入保証金代用有価証券

受入証拠金代用有価証券
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171，200百万円

1，630百万円

8，532百万円

31，357百万円

111，751百万円

324，471百万円

2，790百万円

8，486百万円

31，545百万円

111，519百万円

4，470百万円

7，476百万円

14，531百万円

8，160百万円

220，891百万円

57，463百万円

20，699百万円

9，158百万円



3．有形固定資産の減価償却累計額

4．保証債務

金融機関借入金に対する債務保証

従業員（3名）
発行する短期社債及び社債に対する債務保証

東海東京フィナンシャル・ホールディングス株式会社

合計

5．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権

短期金銭債務

長期金銭債務

［損益計算書に関する注記］

関係会社との取引高

関係会社からの営業収益

関係会社への営業費用

関係会社との営業取引以外の取引高

［株主資本等変動計算書に関する注記］

1．発行済株式の種類及び総数に関する事項

5，461百万円

2百万円

16，021百万円

16，024百万円

365百万円

11，606百万円

25，087百万円

34百万円

2，678百万円

142百万円

（単位：株）
株式の種類 �9hｯｨ���増加 侏淫ﾒ�当期末 

普通株式 ��#��3���� ��120，000 

2．配当に関する事項

配当金支払額

当社の平成23年6月29日開催の定時株主総会において、普通株式に関する事項として

以下のとおり決議いたしました。

（D配当金の総額　　　　　　　1，020百万円

②配当の原資　　　　　　　　利益剰余金

③1株当たり配当額　　　　　8，500円00銭

④基準日　　　　　　　　　　平成23年3月31日

⑤効力発生日　　　　　　　　平成23年6月30日
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［税効果会計に関する注記］

1．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産

退職給付引当金

賞与引当金
貸倒引当金

有価証券評価減

繰越欠損金

その他

小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

退職給付信託設定益

その他

2，054百万円

574百万円

357百万円

174百万円

161百万円

314百万円

3，636百万円

△　421百万円

3，214百万円

1，122百万円

50百万円

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額

※繰延税金資産の純額は、貸借対照表の以下の項目に含まれております。

流動資産一繰延税金資産

固定資産一繰延税金資産

1，173百万円

2，041百万円

882百万円

1，159百万円

2．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成

23年法律第114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関す

る特別措置法」（平成23年法律第117号）が平成23年12月2日に公布されたことに伴い、当期の繰延税金資

産及び繰延税金負債の計算（ただし、平成24年4月1日以降解消されるものに限る）において使用した法定

実効税率は、前期の39．55％から、回収又は支払が見込まれる期間が平成24年4月1日から平成27年3月

31日までのものは37．71％、平成27年4月1日以降のものについては35．33％にそれぞれ変更しております。

この結果、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が87百万円減少し、当期に計上

された法人税等調整額が87百万円増加しております。

［リースにより使用する固定資産に関する注記］

リース取引開始日が平成20年3月31日以前の所有権移転外ファイナンス・リース取引については、通常の

賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

1．リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

（借主側） （単位：百万円）

l　取得原価相当額 綿ﾋ��霍�}ﾘﾇhｧｩ�ｩ9hｧｦﾂ�期末残高相当額 

器具備品　l �6ﾂ�2 

2．未経過リース料期末残高相当額

1年内

1年超

合計
3．支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料

減価償却費相当額

0百万円
一百万円

0百万円

26百万円

23百万円

支払利息相当額
4．減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

0百万円

5．利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法について

は、利息法によっております。
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［金融商品に関する注記］

1．金融商品の状況に関する事項

当社は、有価証券の売買及び売買等の委託の媒介、有価証券の引受け及び売出し、有価証券の募集及

び売出しの取扱い、私募の取扱い、その他の金融商品取引業及び金融商品取引業に関連又は付随する業

務等の主たる事業による金融商品を保有しております。また、これらの事業を行うため、市場の状況や

借入期間のバランスを調整して、主に銀行借入れによる資金調達を行っております。

2．金融商品の時価等に関する事項

平成24年3月31日（当期末）における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、

次の通りであります。
（単位：百万円）

貸借対照表 計上額 倬陋��差額 

（1）現金及び預金 �3x�3C���37，480 ��ﾂ�

（2）預託金 ��h�3#ヲ�16，289 ��ﾂ�

（3）商品有価証券等（資産） �����33s��181，378 ��ﾂ�

（4）約定見返勘定 �#��3S���28，519 ��ﾂ�

（5）信用取引資産 �#8�3��2�23，003 ��ﾂ�

（6）有価証券担保貸付金 �#s��3ツ"�278，862 ��ﾂ�

（7）短期差入保証金 塗�3#�R�6，215 ��ﾂ�

資　産　計 鉄s��3sC��571，749 ��ﾂ�

（1）商品有価証券等（負債） 涛��3����99，190 ��ﾂ�

（2）信用取引負債 ����3�3"�10，932 ��ﾂ�

（3）有価証券担保借入金 ��C8�3�#b�143，126 ��ﾂ�

（4）預り金 ��(�33���12，308 ��ﾂ�

（5）受入保証金 滴�3Cc��4，469 ��ﾂ�

（6）短期借入金 �##��3�C��229，049 ��ﾂ�

（7）長期借入金 �#X�3����25，000 ��ﾂ�

負　債　計 鉄#H�3�s��524，078 ��ｲ�

デリバティブ取引（資産） ��h�3鼎��16，941 ��ﾂ�

デリバティブ取引（負債） ����3塔��11，988 ��ﾂ�

デリバティブ取引計 �#��3�#��28，929 ��ﾂ�

※　デリバティブ取引のうち、ヘッジ会計が適用されているものは該当ありません。 

資　産

（1）現金及び預金、（2）預託金、（4）約定見返勘定～（7）短期差入保証金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（3）商品有価証券等

時価の算定方法は、内規による時価算定基準によっております。

負　債

（1）商品有価証券等

時価の算定方法は、内規による時価算定基準によっております。

（2）信用取引負債～（6）短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっ

ております。

（7）長期借入金

長期借入金は変動金利によるものであり、短期期間で市場金利を反映し、また、当社の信用状態

は実行後大きく異なっていないことから、時価は帳簿価額に近似していると考えられるため、取得

価額をもって時価としております。

デリバティブ取引

時価の算定方法は、内規による時価算定基準によっております。
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［関連当事者との取引に関する注記］

1．親会社及び主要株主等

（単位：百万円）

属性 ���9�,ﾉkﾈ��議決権等の所有 （被所有）割合 亊i��9h馼�"�,h,ﾈｭhﾅr�取引の内容 偃h処ｾ�ｧ｢�科目 弍ｩih�8ﾘ"�

親会社 �8ﾈ､98ﾈｹ�7H4(6�985h888ｸ�R�被所有 倬�ｾ�,ﾈ妺?ﾂ�ﾜ)k�]ｸ���o�醜,ﾈﾉ9D2�資金の借入 利息の支払 親会社が発行 田8�3�3����3#s���h�3�#��短期借入金 関係会社 長期借入金 ����3�#��#X�3����3�r���
ホールディンク■ス株式会社 �+ﾉ�｣����2��+x.�%ｨｯｨ��ﾜ"�ｷ�-���ﾜ(-h,ﾂ�ﾜ)k�]ｸ������YN���j)ZYN���

取引条件及び取引条件の決定方針等

資金借入の金利については、市場金利等を勘案して決定しております。

2．兄弟会社等

（単位：百万円） 

属性 ���9�,ﾉkﾈ��議決権等の所有 （被所有）割合 亊i��9h馼�"�,h,ﾈｭhﾅr�取引の内容 偃h処ｾ�ｧ｢�科目 弍ｩih�8ﾘ"�

親会社の �8ﾈ､98ﾈｹ��伊B�該当なし 冲ﾈ廁�伊H,ﾂ�債券の現先 ��8�3cベ�3c�"�現先取引 貸付金 鉄x�3s�b�����3ssB�

子会社 �8��ｸ8ﾘ6(7��僣IH99��取引 剏ｻ先取引 借入金 

取引条件及び取引条件の決定方針等
債券の現先取引による売買価格は市場金利等を勘案して決定しております。

［1株当たり情報に関する注記］

1株当たり純資産額

1株当たり当期純利益

537，487円　　　　87銭

13，216円　　　　28銭

［重要な後発事象に関する注記］

浜銀TT証券株式会社への会社分割

当社は、会社分割の方法により、平成24年9月3日をもって、当社の横浜支店における金融商品取引業

を浜銀TT証券株式会社に承継する吸収分割契約を、平成24年4月27日付で締結いたしました。
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